
令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月17日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 232 産業フェスタみよし実行委員会補助事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 地域の農業を守り、次代につなげよう

の位置
基本事業 地産地消

主管課名 産業振興課 課長名 岩下　幸江
この事務事業の開始時期 昭和５０(1975)年代 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 産業フェスタみよし実行委員会規約

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・市民に対する市内産業の周知事業の一環として、農 （現在の状況）
工商業者が一堂に会し地場産物の販売やイベントを実 ・令和２(2020)年度　中止
施する。併せて、広く市民に友好提携市町の産業を知 ・令和３(2021)年度　中止 
っていただく機会として、提携市町の物産展を開催す ・令和４(2022)年度参加団体：８６団体
る。その実施主体である実行委員会に対し、開催経費 ・令和４(2022)年度来場者数：約３５，０００人
を補助する。 ・令和５(2023)年度参加団体

令

：９２団体
 ・令和５

和

(2023)年度来場

 

者数：約３６，０００

6

人
 （事業の必要性）

年

 ・市民に市内産業及

度

び提携市町の産業を知

（

っていただ
「ＳＤＧｓ

5

の取り組み：２，４，

年

１２」 く機会として必

度

要である。
５月２３日

実

（火）に産業フェスタ

施

みよし実行委員会総会

分

を開催。８月２７日（

）

日）
R5年度に実施し

事

た具体的な 各部会の計

務

画を取りまとめ。新型

事

コロナウイルス感染症

業

対策を実施して１１月

目

５日
事業の方法、手順

的

、指標に対す （日）の

評

産業フェスタみよしを

価

開催した。８月２７日

表

（日）の北海道士別市

様

産業フ
る成果等 ェアに

式

参加した。

事務事業を

1

取り巻く状況は過去と

-

比べ変化しているか (

1

1)活動指標（事務事

記

業の活動量を表す指標

入

）

内容自体は大きく変

日

わっていないが、ステ

令

ージイベントや 名称 単

和

位
商工会の職業体験コ

0

ーナー等、時代に合わ

6

せて変化させて ① 産業

年

フェスタみよしの開催

0

数 回
変 化

いる。 ②
内

5

 容

対象(この事業の

月

対象、範囲となる人、

1

物) (2)対象指標（

7

対象の大きさを表す指

日

標）

市民 名称 単位
参加

１

団体 ① 人口 人
② 参加団

事

体数 団体

目的(この事

務

業によって上記対象を

事

どのような状態にした

業

いのか) (3)成果指

の

標（目的の達成度を示

現

す指標）

多くの市民に

状

来場してもらい、地場

　

産物のＰＲを通して地

Ｐ

産地消 名称 単位
を推進

Ｌ

する。その為により多

Ａ

くの団体の参加を促す

Ｎ

。 ① 来場者数／人口 ％

及

② 愛知県産品出店数 団

び

体

結果(上位基本事業

Ｄ

の意図) (4)結果の

Ｏ

成果指標（上位基本事

事

業の成果指標）

安全な

務

地元農産物の地域内消

事

費を増やす。 名称 単位

業

① 愛知県産品目数／全

名

品目数 ％
②

事務事業の

N

各種指標の実績と見込

o

及び目標

R4年度 R5

.

年度 R5年度 R6年度

2

R7年度 R8年度 R9

3

年度
指標 ＼ 年度 単

2

位
実績値 計画値 実績値

産

計画値 目標値 目標値 目

業

標値
(1)の ① 回 1 1

フ

1 1 1 1 1
活動指標 ②

ェ

(2)の ① 人 61,3

ス

75 61,656 61

タ

,375 61,380

み

61,938 62,2

よ

19 62,500
対象

し

指標 ② 団体 86 115

実

92 115 115 11

行

5 115
(3)の ① ％

委

57 64 59 64 64

員

64 64
成果指標 ② 団

会

体 41 46 51 46 4

補

6 46 46
(4)の結

助

果の ① ％ 48 40 45

事

45 45 45 45
成果

業

指標 ②
予算費目 会計 0

政

1 一般会計 款 06 項

策

01 目 01

コスト 年度

こ

R4年度 R5年度 R5

の

年度 R6年度 R7年度

事

R8年度 R9年度
実績

務

値 計画値 実績値 計画値

事

目標値 目標値 目標値
事

業

業費(決算又は予算額

施

)Ａ 単位 8,232 1

策

1,000 10,55

の

6 11,000 11,

位

000 11,000 1

置

1,000

財
源
内
訳

 

基

国庫支出金 千円 0 0 0

本

0 0 0 0
 県支出金 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

業

方債 千円 0 0 0 0 0 0

主

0
 その他 千円 0 0 0

管

0 0 0 0
 一般財源 千

課

円 8,232 11,0

名

00 10,556 11

課

,000 11,000

長

11,000 11,0

名

00
人件費Ｂ 千円 6,

こ

969.6 6,673

の

.9 6,659.8 6

事

,659.8 6,65

務

9.8 6,659.8

事

6,659.8
正職員

業

従事時間×人数 時間×

の

人 495× 4 474×

開

4 473× 4 473×

始

4 473× 4 473×

時

4 473× 4
正職員以

期

外の人件費 千円 0 0 0

事

0 0 0 0
その他の費用

務

Ｃ 千円 101 180 2

区

15 215 215 21

分

5 215
トータルコス

法

トA+B+C 千円 15

定

,302.6 17,8

受

53.9 17,430

託

.8 17,874.8

事

17,874.8 17

務

,874.8 17,8

自

74.8
単位あたりコ

治

スト ① 千円/人 0.2

事

0.3 0.3 0.3 0

務

.3 0.3 0.3
（ﾄ

こ

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

の

の対象指標）② 千円/

事

団体 177.9 155

務

.3 189.5 155

事

.4 155.4 155

業

.4 155.4

1

の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

見直す（拡
その理由

大

業

・縮小）必要はありま

名

せ
□ ない

んか？

目的は

N

、市内産業の周知・Ｐ

o

Ｒ及び産業の発展で変

.

わりない。
事業進展等

2

による環境変化 □ ある

3

に伴い、目的を見直す

2

（目
その理由

的の追加

産

・拡充又は絞込）

必要

業

はありませんか？ ■ な

フ

い

有
効
性

より地場産品

ェ

を扱う出店者を増やす

ス

。
今以上に事業の成果

タ

を向上

させる方法を記

み

入して下さ

い。 内　容

よ

※(3)の成果指標を

し

向上させる

　ことはで

実

きますか？

令和５（2

行

023）年度　参加団

委

体：９２団体、来場者

員

数：３６，０００人
目

会

的達成状況 内　容 愛知

補

県産品出店数：５１団

助

体

□民間への一部委託

事

□民間への全部委託
市

業

関与の必要性 □指定管

２

理 ■補助金・負担金助

評

成 □市の直営
内　容

　

価

（実施手法） 産業フェ

　

スタみよし実行委員会

Ｃ

補助金

効
率
性

さんさん

Ｈ

の郷イベント実行委員

Ｅ

会が開催していた「ふ

Ｃ

れあいフェスタ」を令

Ｋ

和
事務事業の統廃合に

目

より、
２(2020)

的

年度をもって事業を修

妥

了し「産業フェスタ」

当

に統合し廃止した。
事

性

業の効率化を図り、成

こ

果
内　容

を向上させる

の

方法を記入し

て下さい

事

。

令和５(2023）

業

年度に会場設営の委託

の

業務範囲を広げ職員の

必

人件費を削減した
現状

要

より事業費・人件費を

性

。委託業務の中の警備

は

員の配置等で来場者の

薄

安全に配慮しつつ削減

れ

できる部分
削減する方

て

法を記入して下
等検討

得

する。
さい。（仕様の

ら

変更、外部 内　容
委託

れ

、従事時間の削減等は

て

できないか？)

公
平
性

い

入場料等を徴収できる

る

ような事業ではない。

い

□ ある ■ 現状で適正
受

ま

益者負担はありますか

せ

？

また、受益者負担割

ん

合は適 ■ ない □ 検討が

か

必要 内　容
正ですか？

。

□ 受益者がいない

３
改

十

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

分

Ｎ

・来場者の安全対策

な

と会場近隣の路 ・来場

成

者への安全対策の強化

果

。
事業実施上の課題、

が

住 上駐車対策。 ・ふれ

理

あい広場の整備及び維

　

持管理
民・議会等から

由

の意見 意　見 ・イベン

得

ト会場の整備。 対応策

ら

。
と対応策 ・明越会館

れ

の工事による臨時駐車

て

場
の減少。
産業フェス

い

タみよしにて地場産品

ま

の ・臨時駐車場からの

す

スムーズなシャ
R6年

か

度の事業計画は前 変　

？

更
販売、士別市産業フ

得

ェアへの参加。 トルバ

ら

スの運行。
年度から変

れ

更・追加は 前年度 ・
あ

て

るか 追　加

今後の事業

い

・コスト・成果の方向

な

性 今後の事業の方向性

い

、改革・改善案
※今年

事

度からの具体的な事業

業

の進め方、手段の見直

進

し等、各方向性の内容

展

　　　　　　　　　□

等

　拡大 ・シャトルバス

に

の増便。
　　　　　　

よ

　　　□　改善 ・イベ

る

ント会場（ふれあい広

環

場）の雨天時対応及び

境

維
　　　　　　　　　

変

■　現状維持 持管理。

化

　　　　　　　　　□

あ

　縮小
　　　　　　　

る

　　□　統合
　　　　

に

　　　　　□　完了
　

伴

　　　　　　　　□　

い

廃止・休止
コストの方

、

向性
　　　　　　　　

対

　→　維持
成果の方向

象

性
　　　　　　　　　

を

→　維持

2

見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 232 産業フェスタみよし実行委員会補助事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市内産業の周知する機会として、農工商業者が一堂に会する
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

産業フェスタの意義は大きい。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

職業体験コー

様

ナーのように子供向け

式

、ファミリー層の集客

1

に繋がるイ
事業進展等

-

による環境変化
■ ある

2

ベント等を時代に合わ

事

せて催すことが必要で

務

ある。
に伴い、対象を



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和07年01月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 233 食育推進事業
政策 魅力と活力があふれるまち

この事務事業
施策 地域の農業を守り、次代につなげよう

の位置
基本事業 地産地消

主管課名 産業振興課 課長名 水野　貴行
この事務事業の開始時期 平成19(2007)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 食育基本法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

食育推進計画に基づき市民一人ひとりが食の大切さを 食育とは、生きる上での基本であって、「知育」、「
見直し、健康で心豊かな生活が送れるよう事業を推進 体育」、「徳育」の基礎となるべきものとされている
する。 が、昨今の子どもの多くに偏食、朝食の欠食などが顕
また、平成30(2018)年度に策定した第３次食育推進計 著に見られるようになり、「食育」の重要性が叫ばれ
画に基づき、各種事業の中間評価と進行管理を行った るようになり、本市においても、食育推進会議を設置
。 し、国や県の計画を基本とした食育推進計画を平成20
第３次食育推進計画の計画期

令

間満了に伴い、第４次

和

食 (2008)年度に

 

策定し、５年毎に見直

6

しを行っている。
育推

年

進計画を策定した。  

度

「SDGsの取り組み

（

：2、4、12」

食育

5

推進計画に基づく食育

年

関係事業の進捗状況の

度

進行管理をした。
R5

実

年度に実施した具体的

施

な 食育推進会議を開催

分

し、第４次食育推進計

）

画の策定について審議

事

した。
事業の方法、手

務

順、指標に対す 食育講

事

演会（題材：チーズ）

業

を開催した。
る成果等

目

第４次食育推進計画を

的

策定した。

事務事業を

評

取り巻く状況は過去と

価

比べ変化しているか (

表

1)活動指標（事務事

様

業の活動量を表す指標

式

）

現在事業途中のため

1

現状のまま継続して実

-

施 名称 単位
① 食育推進

1

会議 回
変 化

② 新規食

記

育推進事業 事業
内 容

入

対象(この事業の対象

日

、範囲となる人、物)

令

(2)対象指標（対象

和

の大きさを表す指標）

0

市民 名称 単位
① 人口 人

7

②
目的(この事業によ

年

って上記対象をどのよ

0

うな状態にしたいのか

1

) (3)成果指標（目

月

的の達成度を示す指標

0

）

保育園、学校給食に

8

おける地場産物の積極

日

的な利用 名称 単位
① 学

１

校給食等での地場産物

事

利用割合 ％
②

結果(上

務

位基本事業の意図) (

事

4)結果の成果指標（

業

上位基本事業の成果指

の

標）

食を通して、健康

現

な体、豊かな心、環境

状

に優しい暮らしを築く

　

た 名称 単位
め家庭、学

Ｐ

校、地域などで食育を

Ｌ

推進する。 ① 食育の普

Ａ

及に関する事業活動数

Ｎ

事業
②

事務事業の各種

及

指標の実績と見込及び

び

目標

R4年度 R5年度

Ｄ

R5年度 R6年度 R7

Ｏ

年度 R8年度 R9年度

事

指標 ＼ 年度 単位
実

務

績値 計画値 実績値 計画

事

値 目標値 目標値 目標値

業

(1)の ① 回 1 5 4 1

名

1 1 1
活動指標 ② 事業

N

0 1 0 1 1 1 1
(2)

o

の ① 人 61,375 6

.

1,656 61,38

2

0 61,938 62,

3

219 62,500 6

3

2,800
対象指標 ②

食

(3)の ① ％ 38.9

育

40 38.2 39 40

推

41 42
成果指標 ②

(

進

4)の結果の ① 事業 9

事

2 94 91 96 98 1

業

00 102
成果指標 ②

政

予算費目 会計 01 一

策

般会計 款 06 項 01 目

こ

01

コスト 年度 R4年

の

度 R5年度 R5年度 R

事

6年度 R7年度 R8年

務

度 R9年度
実績値 計画

事

値 実績値 計画値 目標値

業

目標値 目標値
事業費(

施

決算又は予算額)Ａ 単

策

位 927 4,400 2

の

,775 1,024 9

位

57 957 957

財
源

置

内
訳

 国庫支出金 千円

基

0 0 0 0 0 0 0
 県支

本

出金 千円 0 0 0 0 0 0

事

0
 地方債 千円 0 0 0

業

0 0 0 0
 その他 千円

主

0 0 0 0 0 0 0
 一般

管

財源 千円 927 4,4

課

00 2,775 1,0

名

24 957 957 95

課

7
人件費Ｂ 千円 3,4

長

57.6 9,688 9

名

,504 2,084.

こ

8 2,084.8 2,

の

084.8 1,900

事

.8
正職員従事時間×

務

人数 時間×人 310×

事

3 540× 5 540×

業

5 180× 3 180×

の

3 180× 3 180×

開

3
正職員以外の人件費

始

千円 184 184 0 1

時

84 184 184 0
そ

期

の他の費用Ｃ 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
トータルコ

務

ストA+B+C 千円 4

区

,384.6 14,0

分

88 12,279 3,

法

108.8 3,041

定

.8 3,041.8 2

受

,857.8
単位あた

託

りコスト ① 千円/人 0

事

.1 0.2 0.2 0.

務

1 0 0 0
（ﾄｰﾀﾙｺ

自

ｽﾄ/(2)の対象指

治

標）② 千円/ 0 0 0 0

事

0 0 0

1

務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

に上昇しており、目的

業

を見直す
事業進展等に

名

よる環境変化 □ ある
必

N

要はない。
に伴い、目

o

的を見直す（目
その理

.

由
的の追加・拡充又は

2

絞込）

必要はありませ

3

んか？ ■ ない

有
効
性

食

3

育に関する取組を高め

食

るために、食に関わる

育

関係者が、互いが連携

推

、協力し
今以上に事業

進

の成果を向上
て事業展

事

開を進めることが必要

業

。
させる方法を記入し

２

て下さ

い。 内　容
※(

評

3)の成果指標を向上

価

させる

　ことはできま

　

すか？

食の大切さに対

Ｃ

する認識を深め、日常

Ｈ

生活の中で実践できる

Ｅ

人が増えること。
目的

Ｃ

達成状況 内　容

□民間

Ｋ

への一部委託 □民間へ

目

の全部委託
市関与の必

的

要性 □指定管理 □補助

妥

金・負担金助成 ■市の

当

直営
内　容

　（実施手

性

法） 各関係団体と協働

こ

で食育を推進する。

効

の

率
性

統廃合は出来る事

事

業は無い。
事務事業の

業

統廃合により、

事業の

の

効率化を図り、成果
内

必

　容
を向上させる方法

要

を記入し

て下さい。

現

性

状より、事業費・人件

は

費の削減は出来ない。

薄

現状より事業費・人件

れ

費を

削減する方法を記

て

入して下

さい。（仕様

得

の変更、外部 内　容
委

ら

託、従事時間の削減等

れ

は

できないか？)

公
平

て

性

直接的な受益者はな

い

し
□ ある □ 現状で適正

る

受益者負担はあります

い

か？

また、受益者負担

ま

割合は適 □ ない □ 検討

せ

が必要 内　容
正ですか

ん

？
■ 受益者がいない

３

か

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

。

Ｏ
Ｎ

食の大切さに対す

十

る認識はあるが、 食の

分

大切さを再認識し、市

な

民が一人
事業実施上の

成

課題、住 日常生活の中

果

で実践できている人が

が

ひとりが食育を実践で

理

きるよう周知
民・議会

　

等からの意見 意　見 増

由

えていない。 対応策 を

得

行っていく。
と対応策

ら

食育推進会議を開催し

れ

、食育推進計 変更・追

て

加なし。
R6年度の事

い

業計画は前 変　更
画に

ま

基づく食育関係事業の

す

進捗状況
年度から変更

か

・追加は 前年度 ・
の進

？

行管理を行った。
ある

得

か 追　加
食育講演会を

ら

開催した。

今後の事業

れ

・コスト・成果の方向

て

性 今後の事業の方向性

い

、改革・改善案
※今年

な

度からの具体的な事業

い

の進め方、手段の見直

事

し等、各方向性の内容

業

　　　　　　　　　□

進

　拡大 食を通じて健康

展

な体と豊かな心を育む

等

ため、食の大切
　　　

に

　　　　　　□　改善

よ

さを再認識し、市民一

る

人ひとりが食育を実践

環

できる施
　　　　　　

境

　　　■　現状維持 策

変

を講じる。
　　　　　

化

　　　　□　縮小
　　

あ

　　　　　　　□　統

る

合
　　　　　　　　　

に

□　完了
　　　　　　

伴

　　　□　廃止・休止

い

コストの方向性
　　　

、

　　　　　　→　維持

対

成果の方向性
　　　　

象

　　　　　→　維持

2

を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 233 食育推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

食育を通じて、食品の安全性や食品ロス削減等の基礎知識及
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

び栄養バランスに配慮した食生活を実践する割合が増えて来
いませんか。十分な成果が 理　由

ている。
得られていますか？ □ 得られていない

市民が対象であり見直す必要

様

はない。
事業進展等に

式

よる環境変化
□ ある

に

1

伴い、対象を見直す（

-

拡
その理由

大・縮小）

2

必要はありませ
■ ない

事

んか？

給食における地

務

場産物利用割合は着実


